
証券コード 157A
2024年９月４日

（電子提供措置の開始日2024年９月４日）
株 主 各 位

東京都渋谷区神南一丁目4番９号
グリーンモンスター株式会社
代表取締役 小 川 亮

第11期 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第11期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
https://greenmonster.co.jp/ir/info/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2024年９月26日（木曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
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[インターネットによる議決権行使の場合]
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、

同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のう
え、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使

のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

[書面による議決権行使の場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着する

ようご返送ください。
敬 具

記
１．日 時 2024年９月27日（金曜日）10時00分（受付開始 午前９時30分）
２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号 渋谷東口ビル１F

TKPガーデンシティ渋谷 ホールB
３．目的事項

報告事項 １．第11期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）事業報告の内容、
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

２．第11期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）計算書類の内容報
告の件

決議事項
議 案 取締役４名選任の件

以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第15条の規定に基
づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際
し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・主要な事業所等
・会社の新株予約権等に関する事項
・会計監査人に関する事項
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
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議決権行使方法のご案内
当日ご出席されない場合

○郵送によるご行使
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するよう
ご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛
成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。
行使期限 2024年９月26日（木曜日）午後６時必着

○「スマート行使」によるご行使
同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログ
インQRコード」をスマートフォンかタブレット端末で読み取ります。詳細につ
きましては次ページをご覧ください。
行使期限 2024年９月26日（木曜日）午後６時まで

○インターネットによるご行使
当社の指定する議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセ
スしていただき、画面の案内に従って、賛否をご送信ください。詳細につきまし
ては次ページをご覧ください。
行使期限 2024年９月26日（木曜日）午後６時まで

当日ご出席される場合

○株主総会への出席
当日、同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。
また、議事資料として本冊子をご持参くださいますよう、お願い申しあげます。
株主総会日時 2024年９月27日（金曜日）午前10時開催

※書面（郵送）による議決権行使とインターネット（「スマート行使」を含む。）による議決権行使が重複して為
された場合は、到着日時を問わず、インターネット（「スマート行使」を含む。）によるものを有効な議決権行
使として取り扱わせていただきます。

※インターネット（「スマート行使」を含む）による議決権行使が複数回為された場合には、最後に行われたも
のを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
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見本

見本

議決権行使書

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが以下のPC向けサイト
へアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」･「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、下記の議決権行使ウェブサイトにアクセスできます。

①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへ
　アクセスする

②以降は画面の案内に従って
　賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙の右下
「スマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコー
ド」をスマートフォンかタブ
レット端末で読み取ります。
※QRコード®は、株式会社デンソー
ウェーブの登録商標です。

https://www.web54.net

議決権行使コード

クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

①議決権行使ウェブサイトへ
　アクセスする

②ログインする ③パスワードを入力する

実際にご使用になる新しいパスワードを
設定してください。

「登録」をクリック

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120-652-031（フリーダイヤル）

同封の議決権行使書用紙に記載の
「初期パスワード」をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」をご入力ください。

以
降
は
画
面
の
案
内
に
従
っ
て
賛
否
を
ご
入
力
く
だ
さ
い
。

（受付時間　午前９時～午後９時）

インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによるご行使について
お手元の議決権行使書用紙の、所有株式数が印字されている面の左下に記載されている「議決権
行使コード」及び「パスワード」をご用意のうえ、アクセスをお願いいたします。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議 案 取締役４名選任の件
現任取締役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて取締役

４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

おがわ あきら
小 川 亮

（1978年９月10日生）

2007年11月 株式会社インデックス（現 イグジット株式
会社） 入社

2014年３月 当社入社
2014年３月 当社代表取締役就任（現任）

1,140,000株

【取締役候補者とした理由】
優れた経営手腕とリーダーシップにより当社の企業価値を大きく向上させており、経営全般に関する
卓越した知見を有していることから、引き続き取締役候補者としました。

２

ふじさわ ありさ
藤沢 亜理沙

（1985年12月30日生）

2008年４月 株式会社リクルート 入社
2009年１月 比較.com株式会社（現 手間いらず株式会

社） 入社
2010年１月 株式会社インデックス（現 イグジット株式

会社） 入社
2013年７月 当社入社
2014年３月 当社事業部管掌取締役就任（現任）

290,000株

【取締役候補者とした理由】
事業部門の責任者として当社の売上拡大に大きく寄与しており、当社における豊富な業務経験と、事
業経営に関する知見を有していることから、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

かいばら しんいち
開 原 信 一

（1984年11月13日生）

2007年12月 有限責任あずさ監査法人 入社
2014年１月 株式会社ポケラボ 入社
2018年５月 ウェルスナビ株式会社 入社
2019年11月 開原公認会計士事務所
2020年７月 当社入社 経営企画室長
2020年９月 当社管理部管掌取締役CFO就任（現任）

ー

【取締役候補者とした理由】
公認会計士としての財務及び会計に関する豊富な知識や経験を有しており、これらの知識・経験・能
力等を当社のコンプライアンス向上等に活かすことが期待できることから、引き続き取締役候補者と
しました。

４

なかじま まさし
中 島 真 志

（1958年７月10日生）

1981年４月 日本銀行 入行
2003年１月 国際決済銀行（Bank for International

Settlements） 出向
2006年４月 麗澤大学 国際経済学部（現:経済学部） 教

授（現任）
2016年８月 株式会社格付け投資情報センター（R&I）

独立監督委員
2020年５月 ナッジ株式会社 社外取締役（現任）
2021年２月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
麗澤大学 経済学部 教授
ナッジ株式会社 社外取締役

ー

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
金融に関する知識及び学識者として経験豊富であり、その経験と見識を当社の経営に活かしていた

だくことで、当社経営に貢献いただくことを期待し、選任をお願いするものであります。
なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません

が、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．中島 真志氏は、社外取締役候補者であります。
３．中島 真志氏の社外取締役就任年数は、本総会終結の時をもって３年７ヶ月です。
４．当社は、取締役候補者中島 真志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。
５．中島 真志氏が原案どおり選任された場合、当社は同氏との間で既に契約を締結している会社法第

423条第１項の賠償責任を限定する契約を同内容で更新を予定しております。なお、当該契約に基づ
く賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額となります。
その契約内容の概要は、次の通りです。
・会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する。
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・損害賠償責任の限度額は、社外取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、同
法第425条第１項に定める最低責任限度額とする。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金及び争訟費用を当該保険契約により補填すること
としております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保
険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

７．小川亮氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるDon't Look Back in Anger株式会社が所有す
る株式数を含んでおります。

８．藤沢亜理沙氏の戸籍上の氏名は、豊田亜理沙であります。

以上
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事業報告
2023
2024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度（2023年７月１日〜2024年６月30日）におけるわが国経済は、日経平
均株価が34年ぶりの高値を更新するなど、経済環境については回復基調で推移しました。
しかし、原油価格の急騰や円安進行の影響で物価が上昇し、特に食品やエネルギーの価格高
騰が消費者に重くのしかかることとなりました。その結果、企業に対する賃金上昇の圧力が
増大し、多くの企業がさらなる待遇改善や働き方改革の実施に取り組む状況が続いておりま
す。一方、ウクライナ情勢の悪化や米中間の貿易摩擦が続くことで国際経済の不透明感が増
し、エネルギー価格のさらなる上昇や供給不安が続いております。これらの国内外の事情を
受けて、経済の先行きは依然として不透明な状況が続いております。
このような事業環境の中、当社グループは、主力事業である体験型投資学習アプリのFX

取引体験型学習アプリ「FXなび」、株取引体験型学習アプリ「株たす」、株＆積立投資シミ
ュレーションアプリ「トウシカ」の機能改善開発とコンテンツ配信を通じて、新たに投資を
始めたい方々の支援をしてまいりました。2024年１月に開始された新NISA制度の導入及び
為替市場の変動による投資機会の拡大に対応し、アプリの新機能リリースを行い、キャンペ
ーン実施によるマーケティングを強化したことにより、アプリのインストール数及び口座開
設数は堅調に推移しました。金融機関向けにOEMのサービスとして提供している「まねら
ん」（一般社団法人全国銀行協会向け）、「つみたて投資学習アプリPowered by トウシカ」
（野村ホールディングス株式会社向け）の各アプリにも新たな機能を追加いたしました。ま
た、連結子会社によるファイナンシャルプランニングサービスの事業についても、順調に顧
問先の獲得が進み、2024年３月には従業員の資産形成をサポートする職域向け金融教育支
援アプリ「maneC（マネシー）」をリリースし、売上の増加に繋がりました。以上の結果、
当連結会計年度の業績については、売上高は、1,957,473千円(前年同期比14.4％増)、営業
利益は231,029千円(前年同期比40.2％増)、経常利益は231,039千円(前年同期比36.2％
増)、親会社株主に帰属する当期純利益は156,190千円(前年同期比28.5％増)となりました。
なお、当社グループの報告セグメントは、「投資学習支援事業」のみであり、その他の事業
セグメントは、開示の重要性が乏しいため、セグメント別の記載を省略しております。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度において実施した設備投資等(無形固定資産含む)の総額は54,390千円で

あり、その主な内容は、本社移転に伴う設備投資41,407千円であります。なお、当社グル
ープの報告セグメントは、「投資学習支援事業」のみであります。

（3）資金調達の状況
2024年３月29日をもって東京証券取引所グロース市場に上場し、公募による自己株式の

処分により、総額676百万円の資金調達を行いました。

（4）対処すべき課題
① 当社グループのサービスに対する認知度向上

当社グループが継続的な成長を遂げるには、投資学習の社会的意義や当社グループのサ
ービスについて、広く世間一般の人々の認知度を向上させることが重要であると考えてお
ります。
当社グループは、継続的な事業拡大はもちろんのこと、認知度向上のためのWeb広告、

マス広告、イベント出展等による広告宣伝活動を通して、認知度向上を図っていくことが
重要であると認識しております。

② プロダクトの強化
当社グループが継続的な成長を遂げるには、当社グループプロダクトであるアプリの品

質向上を図り、ユーザーにより良い投資学習体験を提供していくことが重要であると考え
ております。当社グループは、継続的にアプリの機能やUI/UXの強化・改善を行ってまい
ります。

③ 人材確保と組織体制の整備
当社グループの事業の継続的な成長の実現に向けて、サービスを企画・設計するプラン

ナー人材、事業の拡大やアライアンスを手がける事業開発人材等を中心に、優秀な人材を
採用し、強固な組織体制を整備することが重要だと認識しております。今後も積極的な採
用活動と教育を推進していく一方で、従業員が中長期にわたって活躍しやすい環境の整
備、企業カルチャーの醸成及び人事制度の構築等を進め、組織力の強化に取り組んでまい
ります。

④ システムの安定稼働
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当社グループのサービスは、その大部分がインターネットを利用したサービスであり、
システムの安定的な稼働が不可欠です。そのため、不正アクセス対策、コンピュータウィ
ルス対策、データの管理等の徹底を図っております。今後見込まれる利用者数及び取引量
の増加や取り扱いデータ容量の拡大に伴うシステム投資、適切な人員体制の拡充を計画的
に行うとともに、データのバックアップ体制強化等についても努めてまいります。

⑤ 内部管理体制の強化
当社グループは成長段階にあり、業務運営の効率化やリスク管理のための内部管理体制

の強化が重要な課題であると考えております。当社グループはこれまでも体制整備を進め
てまいりましたが、今後も事業規模の拡大に伴って、管理系の各部署における優秀な人材
の採用・確保、定期的な内部監査の実施によるコンプライアンス体制の強化、監査役監査
の実施によるコーポレート・ガバナンスの充実などを行っていく方針です。

⑥ 財務上の課題
当社グループは、金融機関からの借入金を有するものの十分な手元流動性が確保されて

おります。また、2024年６月末時点において、３つの金融機関と総額650百万円の当座
貸越契約に基づく借入による資金調達も可能であることから、優先的に対処すべき財務上
の課題はないと考えておりますが、今後の事業拡大に備えて、更なる内部留保の確保と営
業キャッシュ・フローの改善等により財務体質の強化を図ってまいります。

― 11 ―



（5）財産及び損益の状況
2021年６月期

第８期
2022年６月期

第９期
2023年６月期

第10期
2024年６月期

第11期
（当連結会計年度）

売 上 高（百万円） ー ー 1,711 1,957
経 常 利 益（百万円） ー ー 169 231
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 （百 万 円） ー ー 121 156

１株当たり当期純利益（円） ー ー 49.83 59.33
総 資 産（百万円） ー ー 1,065 1,850
純 資 産（百万円） ー ー 639 1,472
１ 株 当 た り 純 資 産（円） ー ー 262.15 461.51

（注）１．第10期より連結計算書類を作成しており、第８期及び第９期は連結計算書類を作成していないため記
載しておりません。

２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により、１株当たり純資産は期末発行済株式の総
数により算出しております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社ＦＰコンサルティング 10百万円 100.0％ ファイナンシャル・プランニング

（7）主要な事業内容（2024年６月30日現在）
事業セグメント 事業内容

投資学習支援事業 体験型投資学習アプリの開発・運営及びファイナンシャルプラン
ニングサービス

（8）従業員の状況（2024年６月30日現在）
①企業集団の従業員の状況

従業員数（名） 前連結会計年度末比増減「増」
40 6

（注）臨時従業員が存在しないため記載しておりません。

②当社の従業員の状況
従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

37 34.8 2.5 5,862
（注）上記のほか、臨時従業員が存在しないため記載しておりません。

（9）主要な借入先の状況（2024年６月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 60百万円
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 12,760,000株
（2）発行済株式の総数 3,190,000株
（3）株 主 数 2,018名
（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
小 川 亮 1,110,000株 34.80％
ＷＭグロース４号投資事業有限責任組合 300,000株 9.40％
藤 沢 亜理沙 290,000株 9.09％
久 保 ひふみ 110,000株 3.45％
上田八木短資株式会社 64,600株 2.03％
楽天証券株式会社 63,200株 1.98％
野村證券株式会社 61,600株 1.93％
モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 60,000株 1.88％
JP JPMSE LUX RE UBS AG LONDON BRANCH
EQ CO 49,700株 1.56％

株式会社KINOCOS 40,000株 1.25％
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

氏名 地位 担当及び重要な兼職の状況
小 川 亮 代表取締役
藤 沢 亜理沙 取締役 事業部管掌
開 原 信 一 取締役 CFO、公認会計士、管理部管掌

中 島 真 志 社外取締役 麗澤大学経済学部教授
ナッジ株式会社 社外取締役

島 田 一 常勤社外監査役

末 廣 貴 司 社外監査役
公認会計士、税理士
株式会社Aiming 非常勤監査役
株式会社SFIDAX 非常勤監査役

河 村 敦 志 社外監査役 弁護士
岡崎信用金庫 非常勤監事

（注）１．取締役 中島 真志氏は、社外取締役であります。
２．監査役 島田 一氏、監査役 末廣 貴司氏及び監査役 河村 敦志氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役 中島 真志氏、監査役 島田 一氏、監査役 末廣 貴司氏及び監査役 河村 敦志氏を株

式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．社外役員の重要な兼職先と当社の間には、記載すべき特別な利害関係はありません。
５．監査役 末廣 貴司氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に相当程度の知見

を有しております。
６．監査役 河村 敦志氏は、弁護士の資格を有しており、法務及び財務に相当程度の知見を有しておりま

す。
７．藤沢亜理沙氏の戸籍上の氏名は、豊田亜理沙であります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役１名及び社外監査役３名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項が定める最低責任限度額としております。な
お、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因とな
った職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合に限られます。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役、監査役、
執行役員及び管理職従業員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該被保険者
がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによ
って生ずることのある損害が補填されます。故意又は重過失に起因する損害賠償請求は当該
保険契約により補填されません。

（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、取締
役の報酬等の額は、株主総会により承認された報酬限度額の範囲内で、役位、キャリ
ア、経営責任の度合い等に基づき、代表取締役小川亮が報酬案を作成し、取締役会での
審議を経て、取締役会決議により決定しております。なお、現在は固定報酬のみで、業
績連動報酬は導入しておりません。また、監査役の報酬等の額は、株主総会により承認
された報酬限度額の範囲内で、監査役の協議で決定しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2023年11月30日であり、

決議の内容は取締役年間報酬総額の上限を150百万円（社外取締役20百万円）以内
（決議時点の取締役の員数は４名）とするものであります。また、当社の監査役の報酬
等に関する株主総会の決議年月日は2023年11月30日であり、決議の内容は監査役年
間報酬総額の上限を30百万円以内（決議時点の監査役の員数は３名）とするものであ
ります。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員
の員数（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役 51,885 51,885 4
（うち社外取締役） （ 1,800） （ 1,800） − − （ 1）
監査役 11,115 11,115 3
（うち社外監査役） （ 11,115） （ 11,115） − − （ 3）

（5）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況
区分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 中 島 真 志
当事業年度の取締役会のすべてに出席いたしました。出席した取締役
会において、金融に関する知識と経験に基づき、当社の経営全般に関
する意見及び助言を適宜発言し、取締役会の意思決定の妥当性及び適
正性を確保するための適切な役割を果たしております。

社外監査役 島 田 一

当事業年度の取締役会及び監査役会のすべてに出席いたしました。出
席した取締役会及び監査役会において、長年にわたる監査役としての
知識と経験に基づき適宜発言を行っております。また、常勤監査役と
して、規程の運用状況の確認や重要会議へ出席し、意思決定の過程及
び取締役の業務執行状況の監査を行っております。

社外監査役 末 廣 貴 司
当事業年度の取締役会及び監査役会のすべてに出席いたしました。出
席した取締役会及び監査役会において、公認会計士及び税理士として
の専門的見地から、主に財務会計の分野から経営全般に関する発言を
適宜行っております。

社外監査役 河 村 敦 志
当事業年度の取締役会及び監査役会のすべてに出席いたしました。出
席した取締役会及び監査役会において、弁護士としての専門的見地及
び経験に基づき、経営の適法性及び妥当性を確保するための発言を適
宜行っております。
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４．剰余金の配当等の決定に関する方針
株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として認識しており、配当原資確保のため収

益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。当社は、
内部留保の充実等を図り、事業拡大のための投資に充当するため、創業以来配当を実施し
ておりませんでしたが、体験型投資学習アプリで、配当や株主優待の学習コンテンツを提
供しており、『おかねの学び』を提供する会社だからこそ、自社を事例とした学習コンテン
ツの提供機会を確保すると同時に、株主の皆様との中長期的な関係構築に向けた施策の一
つとして、剰余金の配当を開始いたします。剰余金の配当は年1回の期末配当を行うことを
基本方針とし、当事業年度につきましては、1株当たり10.0円の期末配当の実施となりま
す。
なお、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当等に係る決定機関を

取締役会とする旨を定款で定めております。

５．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ

いては、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2024年６月30日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流動資産 1,685,577 流動負債 289,789
現金及び預金 1,490,070 買掛金 68,571
売掛金 150,497 １年内返済予定の長期借入金 10,008
仕掛品 76 未払金 115,677
その他 44,932 未払法人税等 35,363

未払消費税等 24,556
固定資産 164,614 契約負債 13,282
有形固定資産 40,332 その他 22,330
建物 27,857 固定負債 88,179
工具器具備品 15,535 長期借入金 50,794
減価償却累計額 △3,060 役員退職慰労引当金 31,752

無形固定資産 38,257 繰延税金負債 5,632
のれん 26,456 負 債 合 計 377,968
ソフトウエア 11,801 （純 資 産 の 部）

投資その他の資産 86,024 株主資本 1,472,043
投資有価証券 50,000 資本金 31,900
繰延税金資産 10,192 資本剰余金 537,450
その他 25,831 利益剰余金 902,693

新株予約権 180
純 資 産 合 計 1,472,223

資 産 合 計 1,850,191 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,850,191
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連 結 損 益 計 算 書
2023
2024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 1,957,473

売上原価 1,335,213

売上総利益 622,260

販売費及び一般管理費 391,230

営業利益 231,029

営業外収益

受取利息及び配当金 8

補助金収入 1,285

その他 1,915 3,209

営業外費用

支払利息 1,753

為替差損 1,444

その他 1 3,198

経常利益 231,039

特別損失

固定資産除却損 305 305

税金等調整前当期純利益 230,734

法人税、住民税及び事業税 71,713

法人税等調整額 2,829 74,543

当期純利益 156,190

親会社株主に帰属する当期純利益 156,190
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貸 借 対 照 表
(2024年６月30日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流動資産 1,596,268 流動負債 250,515
現金及び預金 1,436,361 買掛金 68,571
売掛金 134,191 １年内返済予定の長期借入金 10,008
その他 25,715 未払金 103,057

未払法人税等 29,923
固定資産 184,247 未払消費税等 20,637
有形固定資産 40,332 その他 18,317
建物 27,857 固定負債 50,794
工具器具備品 15,532 長期借入金 50,794
減価償却累計額 △3,060 負 債 合 計 301,309

投資その他の資産 143,915 （純 資 産 の 部）
投資有価証券 50,000 株主資本 1,479,026
関係会社株式 63,550 資本金 31,900
繰延税金資産 5,505 資本剰余金 537,450
その他 24,859 利益剰余金 909,676

その他利益剰余金 909,676
オープンイノベーション促進積立金 12,500
繰越利益剰余金 897,176

新株予約権 180
純 資 産 合 計 1,479,206

資 産 合 計 1,780,516 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,780,516
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損 益 計 算 書
2023
2024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 1,815,365

売上原価 1,276,999

売上総利益 538,365

販売費及び一般管理費 328,914

営業利益 209,451

営業外収益

受取利息及び配当金 8

補助金収入 1,095

その他 15,335 16,439

営業外費用

支払利息 1,752

為替差損 1,601

その他 1 3,355

経常利益 222,535

特別損失

固定資産除却損 305 305

税引前当期純利益 222,229

法人税、住民税及び事業税 66,274

法人税等調整額 4,225 70,499

当期純利益 151,729
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年８月20日
グリーンモンスター株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鶴 見 寛 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 下 川 高 史 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、グリーンモンスター株式会社の2023年７月１日

から2024年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、グリーンモンスター株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び
運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどう
か検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用して
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年８月20日
グリーンモンスター株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鶴 見 寛 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 下 川 高 史 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、グリーンモンスター株式会社の2023年７

月１日から2024年６月30日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び
運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検
討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意
を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業
に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等
に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は
集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用して
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監査報告書

当監査役会は、2023年7月1日から2024年6月30日までの第11期事業年度における取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査担当その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年９月２日
グリーンモンスター株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 島 田 一 ㊞

監査役（社外監査役） 末 廣 貴 司 ㊞

監査役（社外監査役） 河 村 敦 志 ㊞

以上
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東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号　渋谷東口ビル１Ｆ
TKPガーデンシティ渋谷　ホールB

会　場

交通のご案内
■ J　　　　　　　R　渋谷駅　東口（徒歩3分）
■ 東京メトロ銀座線　渋谷駅 (徒歩3分)
■ 東京メトロ半蔵門線／副都心線　渋谷駅 B5番出口 (徒歩3分)

■ 東 急 東 横 線　渋谷駅 B5番出口 (徒歩2分)
■ 東急田園都市線　渋谷駅 B5番出口 (徒歩2分)

渋谷ヒカリエ

青山フラワー
マーケット

渋谷
スクランブル
スクエア

渋谷
B6 B5

渋谷 宮益坂

六本木通り 首都高速3号渋谷線
青
山
通
り

渋谷警察署

ECC
外語学院銀だこ

渋谷クロスタワー

ENEOS

東京スクールオブ
ミュージック
専門学校

りそな銀行

三菱UFJ
信託銀行

三菱UFJ銀行
MIYASHITA
PARK

西武

ビック
カメラ

公
園
通
り

渋谷郵便局

ハチ公口

東急南口
渋谷署前

西口

東口

宮益坂口

246

東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号
渋谷東口ビル１F

TKPガーデンシティ渋谷

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

◎駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。



電子提供措置の開始日2024年９月４日

第11期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

主要な事業所等
会社の新株予約権等に関する事項

会計監査人に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

グリーンモンスター株式会社



主要な事業所等（2024年６月30日現在）
（１）当社

本社 東京都渋谷区神南１丁目4−9

（２）子会社
株式会社FPコンサルティング 大阪府大阪市

会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日において取締役及び監査役が保有する職務執行の対価として交付された

新株予約権等の状況
第２回新株予約権 第３回新株予約権

発行決議日 2020年３月19日 2020年８月24日
新株予約権の数 30,000個 50,000個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式 30,000株
（新株予約権１個につき１株）

普通株式 50,000株
（新株予約権１個につき１株）

新株予約権の払込金額 無償 無償
新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

新株予約権１個当たり185円
（１株当たり 185円）

新株予約権１個当たり185円
（１株当たり 185円）

権利行使期間 2022
2030

年
年

４
２

月
月

１
28

日から
日まで

2022
2030

年
年

９
７

月
月

１
31

日から
日まで

行使の条件 （注）１ （注）１

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 9,000個
目的となる株式数 9,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 10,000個
目的となる株式数 10,000株
保有者数 2名

社外取締役
新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

監査役
新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

― 33 ―



第４回新株予約権
発行決議日 2021年９月30日
新株予約権の数 36,000個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式 36,000株
（新株予約権１個につき１株）

新株予約権の払込金額 無償
新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

新株予約権１個当たり370円
（１株当たり 370円）

権利行使期間 2023
2031

年
年
10
８

月
月

１
31

日から
日まで

行使の条件 （注）１

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 3,700個
目的となる株式数 3,700株
保有者数 2名

社外取締役
新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

監査役
新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

（注）１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
1 本新株予約権の割当日において当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業

員（以下「当社の取締役等」という。）のいずれかの地位を有していた本新株予約権者は、権利行
使時においても、当社の取締役等のいずれかの地位を有することを要する。ただし、任期満了もし
くは定年退職の場合又は、その他本新株予約権者の退任もしくは退職後の権利行使につき正当な理
由があると当社取締役会の決議により認めた場合は、この限りでない。

2 本新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの株式公開市場に上場した場合又は、株式譲渡、株式
交換、合併その他の組織再編により当社が他の会社の子会社や消滅会社となる議案が当社取締役会
の決議により承認された場合にのみ本新株予約権を行使することができる。ただし、当社取締役会
の決議により認めた場合は、この限りでない。

3 本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないも
のとし、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

4 本新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、本新株予約権の
1個未満の行使はできないものとする。

5 本新株予約権の割当日において当社の取締役等のいずれかの地位を有していた本新株予約権者が、
当社の取締役等のいずれの地位も有しなくなった場合（任期満了もしくは定年退職の場合を除
く。）、当社は、当社取締役会の決議で当該本新株予約権の権利行使を認めることがない旨を決定す
ることができる。この場合においては、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅す
るものとする。
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（2）当事業年度中に従業員等に職務執行の対価として交付した新株予約権等の状況
第６回新株予約権

発行決議日 2023年９月13日
新株予約権の数 43,700個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式 43,700株
（新株予約権１個につき１株）

新株予約権の払込金額 無償
新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

新株予約権１個当たり600円
（１株当たり600円）

権利行使期間 2025
2033

年
年
10
８

月
月

１
31

日から
日まで

行使の条件 （注）１

当社従業員
新株予約権の数 43,700個
目的となる株式数 43,700株
交付者数 31名

（注）１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
1 本新株予約権の割当日において当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業

員（以下「当社の取締役等」という。）のいずれかの地位を有していた本新株予約権者は、権利行
使時においても、当社の取締役等のいずれかの地位を有することを要する。ただし、任期満了もし
くは定年退職の場合又は、その他本新株予約権者の退任もしくは退職後の権利行使につき正当な理
由があると当社取締役会の決議により認めた場合は、この限りでない。

2 本新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの株式公開市場に上場した場合又は、株式譲渡、株式
交換、合併その他の組織再編により当社が他の会社の子会社や消滅会社となる議案が当社取締役会
の決議により承認された場合にのみ本新株予約権を行使することができる。ただし、当社取締役会
の決議により認めた場合は、この限りでない。

3 本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないも
のとし、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

4 本新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、本新株予約権の
1個未満の行使はできないものとする。

5 本新株予約権の割当日において当社の取締役等のいずれかの地位を有していた本新株予約権者が、
当社の取締役等のいずれの地位も有しなくなった場合（任期満了もしくは定年退職の場合を除
く。）、当社は、当社取締役会の決議で当該本新株予約権の権利行使を認めることがない旨を決定す
ることができる。この場合においては、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅す
るものとする。
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（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
第１回新株予約権

発行決議日 2019年11月22日
新株予約権の数 180,000個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式 180,000株
（新株予約権１個につき１株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり１円
新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額

新株予約権１個当たり185円
（１株当たり 185円）

権利行使期間 2021
2029

年
年
11
11

月
月
29
28

日から
日まで

行使の条件 （注）１
割当先 受託者 中村 直樹

（注）１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
1 本新株予約権の割当てを受けた者（以下、「受託者」という。）は、本新株予約権を行使することが

できず、かつ、本要項に別段の定めがある場合を除き、受託者より本新株予約権の付与を受けた者
（以下、「本新株予約権者」という。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

2 本新株予約権者は、本新株予約権の割当日後の下記（e）に定められる期間において、次に掲げる
事由のいずれかが生じた場合には、本新株予約権を行使することができない。

（a）判定価格（下記（e）に定義する。以下同じ）を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行
等が行われたとき（ただし、払込金額が会社法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特
に有利な金額である場合」及び普通株式の株価とは異なると認められる価格である場合並びに当
該株式の発行等が株主割当てによる場合等を除く。）。

（b）判定価格を下回る価格を行使価額とする新株予約権の発行が行われたとき（ただし、当該行使
価額が当該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行さ
れた場合を除く。）。

（c）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されて
いない場合、判定価格を下回る価格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（当該取引時
点における株価よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除く。）。

（d）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された
場合、上場日以降、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が判定価格を下
回る価格となったとき。

（e）上記（a）ないし（d）における「判定価格」を以下のとおり定義する。
（ⅰ）割当日から１年間：行使価額に100％を乗じた価格（ただし、上記（２）において定められ

た行使価額同様に適切に調整されるものとする。）
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（ⅱ）割当日の１年後から１年間：行使価額に200％を乗じた価格（ただし、上記（２）において
定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする。）

3 本新株予約権者は、本新株予約権を行使する時まで継続して、当社又は当社の子会社・関連会社の
取締役もしくは従業員又は業務委託先であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退
職、その他正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

4 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
5 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過

することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
6 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（2）報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,500千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等について同意の判断をい
たしました。

（3）非監査業務の内容
当社は、太陽有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、新規

上場に係るコンフォート・レター作成業務についての対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
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また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨と解任の理由を報告いたします。

（5）会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分
金融庁が2023年12月26日付で発表した業務停止処分の概要

① 処分対象
太陽有限責任監査法人

② 処分内容
契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（2024年1月1日から同年3月31日ま

で。ただし、既に監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や
上場したことに伴う契約の新規の締結を除く。）

③ 処分理由
他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である2名の公認会計士が、

相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと照明したた
め。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（1）業務の適正を確保するための体制

当社では、次のとおり内部統制の整備・強化に取り組んでおります。
1 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役会は、取締役会規程に基づき月１回これを開催することを原則とし、取締役間
の意思疎通及び相互の業務を監督する。また、社外取締役が取締役会に参加すること
により、経営の透明性及び健全性の維持に努めることとする。

・取締役及び使用人の職務執行について、適正な職務の執行を徹底するとともに、代表
取締役が任命する内部監査担当者による内部監査及び社外監査役を含む監査役会が定
める監査方針に従って実施する監査役監査により、監督強化を図ることとする。

・取締役及び使用人は、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、排除する体制の整備に
努める。

2 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役は、職務の執行に係る重要な情報及び文書は文書管理規程に従い適切に保存及
び管理し、取締役及び監査役が当該文書等を常時閲覧できることとする。

3 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、事業活動に伴い生じる各種リスクについては、リスク点検表に基づき、未然
防止策の策定及び進捗管理を行う。

・情報管理に係るリスクについては、情報管理規程に基づき、リスク管理体制の構築及
び継続的な改善等を行う。

4 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・職務権限規程に基づき、適切かつ効率的な意思決定及び職務執行を図ることとする。

5 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・企業内不祥事の未然・拡大防止を目的として、内部通報規程に基づき内部通報制度を
構築し、法令違反又はそのおそれのある事実の早期発見に努める。

6 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
・「関係会社管理規程」に基づき、関係会社の管理は、子会社管掌取締役が統括し、職
務執行の報告等を受け、必要に応じて取締役会への上程及び報告を行う。
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7 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項及びその独立性に関する事項並びに当社の監査役の当該使用人に対する
指示の実効性の確保に関する事項
・監査役会が職務を補助すべき使用人を求めた場合、指名された使用人がその職務を行
うこととする。

・監査役の職務を補助する使用人への監査業務に関する指揮命令権は、監査役に属する
ものとする。

8 当社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けたものが当社の監査役に報告す
るための体制その他の監査役への報告に関する体制、及び当社の監査役に報告した者が
当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
・取締役会は監査役及び監査役会に対して、当社における次の事項を報告することとす
る。

・会社に著しい損害を及ぼす事項
・毎月の経営状況として重要な事項
・監査状況及びリスク管理に関する重要な事項
・重大な法令及び定款の違反
・その他内部通報制度により通報されたコンプライアンス上重要な事項
・前記に関わらず、監査役は必要に応じて、取締役及び従業員に対して報告を求めるこ
とができる。

・取締役及び使用人が監査役に報告を行ったことを理由として、当該報告を行った者に
対して不利益な取扱いをしないこととする。

・内部通報制度の通報者が不利な取扱いや報復、差別を受けないことを明文化するとと
もに、プライバシー・人権配慮の確保を図ることとする。

9 子会社の取締役等、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査
役に報告するための体制
・子会社の取締役等、監査役及び使用人又はこれらの者が、直接又は内部通報制度等を
用いて間接的に当社の監査役に報告する体制を整備する。

・前項より報告した者が監査役に報告を行ったことを理由として、当該報告を行った者
に対して不利益な取扱いをしないこととする。
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10 監査役の職務の執行について生ずる費用の償還の手続きその他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査役より監査費用の立替金の精算請求があった場合、当社及び当社グループは直ち
にこれを支払うこととする。

11 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役会規則の定めに基づき、監査役は重要な会議に出席して意見を述べるととも
に、代表取締役と定期的に会合を持ち、代表取締役の経営方針をたしかめ、会社が対
処すべき課題、会社を取り巻くリスクの他、監査役監査の環境整備状況、監査上の重
要課題等について意見交換をすることとする。

・監査役は必要に応じて取締役及び重要な使用人等からの個別ヒアリングの機会を設け
ることができる。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
今期における当社の業務の適正を確保する体制（内部統制システム）の運用状況の概要

は、次のとおりです。
1 取締役の職務の執行

定時取締役会を12回、臨時取締役会を５回開催し、重要な業務執行の決定を行うとと
もに、業績、事業の進捗、リスク管理、内部監査の状況など、重要事項について適宜報
告し、取締役の職務執行の監督を適切に行いました。

2 リスク管理並びにコンプライアンス体制
リスク・コンプライアンス委員会を５回開催し、当社のリスク管理及びコンプライアン
スに関する方針、組織体制、規程等の策定及び改廃、法令遵守の状況のモニタリング、
コンプライアンス意識の啓発や研修、リスクマネジメントに関して協議し、重要な事項
を取締役会へ報告いたしました。

3 監査役監査の実効性の確保
監査役は、監査役会等を14回開催し、取締役会や経営会議等、重要会議への出席、重
要書類の閲覧、取締役との定期的な意見交換等を通じ、客観的・合理的な監査を実施い
たしました。なお、監査役は内部監査担当との連携を確保しております。
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連結株主資本等変動計算書
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2023年７月１日残高 31,900 − 746,502 △138,750 639,652
事業年度中の変動額
自己株式の処分 − 537,450 − 138,750 676,200
親会社株主に帰属する
当期純利益 − − 156,190 − 156,190

事業年度中の変動額合計 − 537,450 156,190 138,750 832,390
2024年６月30日残高 31,900 537,450 902,693 − 1,472,043

新株予約権 株主資本合計

2023年７月１日残高 180 639,832
事業年度中の変動額
自己株式の処分 − 676,200
親会社株主に帰属する
当期純利益 − 156,190

事業年度中の変動額合計 − 832,390
2024年６月30日残高 180 1,472,223
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数
１社

連結子会社の名称
株式会社FPコンサルティング

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価の方法

その他有価証券
市場価格のない株式等
・移動平均法による原価法

棚卸資産
仕掛品
・個別法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物及び建物附属設備については、定額法を採
用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15年
建物附属設備 ４年〜15年
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工具器具備品 ３年〜８年
② 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアの耐用年数については、
社内における利用可能期間（５年）によっております。

（３）重要な引当金の計上基準
役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。
なお、現在は役員退職慰労金制度を廃止しております。当連結会計年度末における役

員退職慰労引当金残高は、役員退職慰労金制度の廃止時に在任する役員に対する支給
予定額であります。

（４） 重要な収益及び費用の計上基準
体験型投資学習アプリにかかる収益は、提携先との契約に基づき当社のコンテンツの

ユーザーが提携先のサービス登録、申込等を行い、提携先での検収が完了した時に契
約上の履行義務を充足したものとして収益を認識しています。
ファイナンシャルプランニングサービスにかかる収益は、顧問契約に基づき役務提供

の履行義務を負い、契約期間にわたり収益を認識しております。ただし、セミナーの
開催や個人向け金融教育やライフプランニングの提供等、短期の請負契約の場合につ
いては顧客の検収を受けた時点で収益を認識しております。
広告代理業については、広告出稿等のサービス提供を行っております。広告出稿がな

された時点で当該サービスに対する支配が顧客に移転し、履行義務を充足したものと
して収益認識しております。顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代
理人に該当する取引として、顧客から受け取る額から他の当事者に支払う額を控除し
た純額で収益を認識しております。

（５）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却しております。

（６）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
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繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．のれんの評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度
(2024年６月30日)

のれん 26,456 千円

（２）連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当連結会計年度末の連結計算書類に計上されているのれんは、連結子会社である株式

会社FPコンサルティングを取得した際に発生したものであり、効果の発現する期間にわ
たって定額法により償却しております。
②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
のれんの減損の兆候や認識の判定においては、のれんの算定基礎となる将来の事業計

画と実績との比較を行うことにより判断しており、将来の事業計画における売上高の成
長率を主要な仮定として織り込んでおります。
③翌連結会計年度に係る連結計算書類に与える影響
上述した将来の事業計画の見積りの仮定には不確実性があり、経営環境の悪化等によ

り事業計画と実績に乖離が生じた場合は、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な
影響を及ぼす可能性があります。

2．投資有価証券の評価
（１）当連結会計年度の計算書類に計上した金額

当連結会計年度
(2024年６月30日)

投資有価証券 50,000 千円
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（２）連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社の保有する投資有価証券は市場価格のない株式であり、当社は取得時点において

投資先企業の１株当たりの純資産額を基礎とした金額に比べて超過収益力を勘案した高
い価額で取得しています。取得時の超過収益力を含む実質価額が取得原価の50％程度以
上低下していないと判断した場合には、実質価額が著しく低下していないものとして減
損処理を行わないこととしています。なお、取得時の超過収益力の検討にあたり、投資
先企業の直近の財政状態、事業の進捗状況及びその他定性情報等をもとに、事業計画の
妥当性を検討し、当該事業計画に基づいた超過収益力を算定しております。
②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
超過収益力の算定において、事業計画や資金調達の状況を総合的に勘案しており、当

該事業計画には、売上高及び営業損益等の重要な仮定が含まれております。
③翌連結会計年度に係る連結計算書類に与える影響
事業計画は、経営者の判断及び見積りの不確実性を伴うものであり、見積もりの前提

や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があります。

3．繰延税金資産の回収可能性
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度
(2024年６月30日)

繰延税金資産 10,192 千円
（２）連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第26号 2018年２月16日）に定める会社分類に基づき、当連結会計年度末におけ
る将来減算一時差異等に対して、将来の税金負担額を軽減することができる範囲内で計
上しております。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
繰延税金資産の金額の算出において重要となる将来の業績予想は、現在の状況及び入
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手可能な情報等による合理的な仮定に基づき見積ることとしております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
現時点においては発生していないものの、今後会社の収益が悪化するような事象が発

生した場合には、当該繰延税金資産の評価に影響を与え、結果として当社グループの連
結計算書類において影響を与える可能性があります。ただし、当連結会計年度末時点で
当社総資産における繰延税金資産の割合は0.6％と、大きな割合を占めるものではなく、
評価損等を計上した場合もその影響額は軽微なものであると捉えております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１． 有形固定資産の減価償却累計額 3,060千円

２．当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結
しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり
ます。

当座貸越限度額の総額 650,000千円
借入実行残高 −千円
差引額 650,000千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,190,000株

２．剰余金の配当に関する事項
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の原資 配当金の
総額(千円)

1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2024年8月14日 普通株式 利益剰余金 31,900 10.00 2024年6月30日 2024年9月5日

3．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目
的となる株式の種類及び数

普通株式 202,700株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

資金計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は
安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達してお
ります。
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（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する投資であり、そのため
当社グループ又は投資先の事業方針の変更などにより当初計画した効果が得られないリ
スクがあります。
営業債務である買掛金及び未払金は全て１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されて
おります。
デリバティブ取引は、為替変動リスクを軽減するために為替予約を利用しており、投

機的な取引は行わない方針であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
②市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しておりま
す。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（５）信用リスクの集中
当期の連結決算日現在における営業債権のうち、89.59％が特定の大口顧客（上位3

社）に対するものであります。

― 49 ―



２．金融商品の時価等に関する事項
2024年6月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

長期借入金 60,802 59,705 △1,096
負債計 60,802 59,705 △1,096

（＊１）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「未払消費
税等」については、現金又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しております。

（＊２）市場価格のない株式等は、上表に含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対
照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

非上場株式 50,000
（＊３）長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(注) １．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

現金及び預金 1,490,070 − − −
売掛金 150,497 − − −
合計 1,640,568 − − −

(注)２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

長期借入金 10,008 40,032 10,762 −
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格によ
り算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
記載すべき重要な事項はありません。

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 − 59,705 − 59,705

負債計 − 59,705 − 59,705
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

― 51 ―



（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度(自 2023年７月１日 至 2024年６月30日)

（単位：千円）
金額

体験型投資学習アプリ 1,810,445
広告代理業 4,920
ファイナンシャルプランニングサービス 142,107

顧客との契約から生じる収益 1,957,473
外部顧客への売上高 1,957,473

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等）3.会計方針に関する事項(4)重要な収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりです。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識する
と見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度(自 2023年７月１日 至 2024年６月30日)
（単位：千円）

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 160,024 150,497
契約負債 10,884 13,282
(注）契約負債は、契約期間に応じて収益を認識するファイナンシャル・プランニング顧問契約

に係る顧客からの前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩さ
れます。
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（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がな

いため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 461円51銭
１株当たり当期純利益 59円33銭

（重要な後発事象に関する注記）
取得による企業結合

１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社ファイナンシャルインテリジェンス
事業の内容：投資スクールの運営

（２）企業結合を行った主な理由
投資学習支援事業における新たな収益機会の獲得と、グループとしての成長の加速を図

ることを目的としております。

（３）企業結合日
2024年8月30日（株式取得日）
2024年9月30日（みなし取得日）

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称
名称の変更はありません。

（６）取得した議決権比率
100.0％

― 53 ―



（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価として株式を取得したためであります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 280,000千円
取得原価 280,000千円

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 20,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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株主資本等変動計算書
（単位：千円）

株主資本

資 本 金 資本剰余金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計オープンイノベ

ーション積立金 繰越利益剰余金

2023年７月１日残高 31,900 − 12,500 745,447 757,947 △138,750 651,097
事業年度中の変動額
自己株式の処分 − 537,450 − − − 138,750 676,200
当期純利益 − − − 151,729 151,729 − 151,729

事業年度中の変動額合計 − 537,450 − 151,729 151,729 138,750 827,929
2024年６月30日残高 31,900 537,450 12,500 897,176 909,676 − 1,479,026

新株予約権 純資産合計

2023年７月１日残高 180 651,277
事業年度中の変動額
自己株式の処分 − 676,200
当期純利益 − 151,729

事業年度中の変動額合計 − 827,929
2024年６月30日残高 180 1,479,206
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
関係会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

… 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備および構築物は定額法）を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物および構築物 ４年〜15年
その他の固定資産 ３年〜８年

（３）収益及び費用の計上基準
体験型投資学習コンテンツにかかる収益は、提携先との契約に基づき当社のコンテンツ

のユーザーが提携先のサービスの登録、申込等をおこなった場合に、契約上の履行義務を
充足したものとして収益を認識しています。
広告代理業については、当社の役割が代理人に該当する取引として、顧客から受け取る

額から他の当事者に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

繰延資産
株式交付費 支出時に全額費用として処理しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．関係会社株式の評価
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度
(2024年６月30日)

関係会社株式 63,550 千円

（２）選別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社の保有する関係会社は市場価格のない株式であり、取得時の超過収益力を含む実
質価額が取得原価の50％程度以上低下していないと判断した場合には、実質価額が著し
く低下していないものとして減損処理を行わないこととしています。なお、取得時の超
過収益力の検討にあたり、将来の事業計画の妥当性を検討し、当該事業計画に基づいた
超過収益力を算定しております。
②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
超過収益力の算定においては、将来の事業計画と実績との比較を行うことにより判断

しており、将来の事業計画における売上高の成長率を主要な仮定として織り込んでおり
ます。
③当事業年度に係る計算書類に与える影響
将来の事業計画は、経営者の判断及び見積りの不確実性を伴うものであり、見積りの

前提や仮定に変更が生じた場合には、翌事業年度の計算書類において関係会社株式の計
上金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

2．投資有価証券の評価
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度
(2024年６月30日)

投資有価証券 50,000 千円

（２）選別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類（重要な会計上の見積り）に同一の内容を記載しているため、注記を省略
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しております。

3．繰延税金資産の回収可能性
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度
(2024年６月30日)

繰延税金資産 5,505 千円

（２）選別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類（重要な会計上の見積り）に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお
ります。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当事業年度

（2024年６月30日）
当座貸越極度額 650,000千円
借入実行残高 −

差引額 650,000千円

２．関係会社に対する金銭債権、金銭債権
当事業年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

短期金銭債権 2,686 千円
短期金銭債務 − 千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
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当事業年度
(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

営業取引による取引高 157 千円
営業取引以外による取引高 14,021 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 −株

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
差入保証金償却額 24 千円

未払事業税 2,642

未払費用 2,111

その他 727

繰延税金資産合計 5,505

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類（収益認

識に関する注記）に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 463円70銭
１株当たり当期純利益 57円63銭

（重要な後発事象に関する注記）
取得による企業結合
「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しておりますので、

注記を省略しております。
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